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１ 計画策定の意義

快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産、大量消費、大量廃棄に

支えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、循環型社会を形成していく必要がある。

そのためには、社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行して

いくことが重要である。

 大量に排出された廃棄物処理に関しては、その処理施設の能力維持に係る財政的負担

の膨大化や、最終処分場の確保が極めて厳しい状況にあること、加えて、地球環境等の

問題も含めて「ごみ」の適正処理には各自治体が困惑している状況にある。

特に最近では、①ポイ捨てされたビニール袋などのプラスチックごみが川から海へ流

れ、「海洋プラスチックごみ」となり、さらに太陽光や波の力により 5ｍｍ以下に細分
化された「マイクロプラスチック」を海洋生物が誤って食べてしまうなど、海の生態系

に悪影響を与えてしまうこと②国内で処理しきれないリサイクル資源としての廃プラ

スチック類の主要な輸出先であった中国が廃プラスチック類の輸入を禁止したことや、

中国に代わって主要な輸出先となった東南アジア諸国などでも廃プラスチック類の輸

入規制を強化しており、今後は日本国内でのリサイクル処理の強化が不可欠であること

③レジ袋が全国一律有料化されたことなどを受け、容器包装廃棄物のさらなる３Ｒ（リ

デュース：発生の抑制、リユース：再利用、リサイクル：再資源化）が重視されている。

 こうした状況のなか、本計画は、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に

関する法律（以下「法」という。）」の第８条に基づいて、容器包装廃棄物の３Ｒを推進

し、最終処分量の削減を図る目的で、消費者は分別排出し、市町村はそれを分別収集し、

事業者はそれを再商品化するといった、それぞれの役割分担や、具体的な推進方策を明

らかにするとともに、すべての関係者が一体となって取り組むべき方針を示したもので

ある。

併せて、プラスチック資源循環法に基づき、令和１１年度からの実施に向け製品プラ

スチックの分別収集及びリサイクルを容器包装廃棄物と一体的に推進する。

 本計画の推進により、容器包装廃棄物や製品プラスチックの３Ｒを推進することによ

って、廃棄物の減量や最終処分場の延命化、温室効果ガスの削減、資源の有効利用が図

られ、循環型社会の形成が図られるものである。
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２ 基本的方向

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。

・容器包装廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクルを基本とした循環型の地域社会づく

り

・市民・事業者・行政など全ての関係者が一体となった取組による環境負荷の低減

３ 計画期間

本計画の計画期間は令和８年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。

４ 対象品目

 本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無

色、茶色、その他）、段ボール、ペットボトル、プラスチック製容器包装を対象とする。

また、プラスチック資源循環法に基づき製品プラスチックを分別収集の対象とする。

なお、プラスチック製容器包装及び製品プラスチックは令和１１年度から分別を実施予

定。

５ 各年度における容器包装廃棄物及び製品プラスチックの排出量の見込み

（法第８条第２項第１号）

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

容器包装廃棄物 3,138ｔ 3,115ｔ 3,092ｔ 3,069ｔ 3,046ｔ

製品プラスチック 122ｔ 121ｔ 120ｔ 120ｔ 119ｔ
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６ 容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項（法第８条第２項第２号）

 容器包装廃棄物の排出の抑制のため、以下の方策を実施する。なお、方策を実施する

に当たっては、市民・事業者・再生事業者等が、それぞれの立場から役割を分担し相互

に協力・連携を図ることが重要である。

・環境教育、啓発活動の充実

 ごみ処理施設見学会や小学校の副読本等を活用した教育の場において、ごみ排出量・

処理費の抑制、最終処分場の逼迫等、ごみ処理における厳しい状況についての情報を

提供し、ごみ減量・リサイクルへの認識を深めてもらう。さらに、ごみ排出抑制・分

別排出・再生利用の意義及び効果、ごみの適切な出し方に関する教育啓発活動に積極

的に取り組み、今後も学校教育及び地域社会全体での生涯教育として取り組みを継続

する。

・マイバッグ(エコバッグ)持参の推進
 買い物時にはマイバッグ(エコバッグ)を持参し、レジ袋をもらわないように啓発する。

・マイボトル・マイカップ持参の推進

 コーヒーショップ、ファストフードなどの飲食店、会社のオフィス、各種イベントな

どで、マイボトル・マイカップを利用することで、紙コップなどの使い捨ての容器を

削減するように啓発する。

・スーパーマーケットなど小売店での店頭回収の利用の推進

 市民の排出先として、白色トレイなどのプラスチック製容器包装や牛乳パック・缶・

びんなどの回収を行っているスーパーマーケットなど小売店への排出の利用を推進

する。

・リターナブル容器、再生資源を原材料として利用した製品の積極的な利用、販売推進

等の啓発

・過剰包装の抑制等

 買い物時における簡易・適正包装商品の選択、商品の過剰包装の拒否等包装の簡素

化・適正化に取り組み、過剰包装の抑制を推進する。
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７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集

に係る分別の区分（法第８条第２項第３号）

 最終処分場の残余容量、廃棄物処理施設の整備状況及び再商品化計画等を総合的に勘

案し、分別収集をする容器包装廃棄物の種類を下表左欄のように定める。

 また、市民の協力度、藤井寺市委託業者が有する収集機材、市処理施設、柏羽藤ク

ーンセンター選別処理施設等を勘案し、収集に係る区分は下表右欄のとおりとする。

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分

主としてスチール製の容器

主としてアルミ製の容器
缶

主として    無色のガラス製容器

ガラス製    茶色のガラス製容器

の容器     その他のガラス製容器

ガラスびん

主として段ボール製の容器 段ボール

主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）

製の容器であって飲料、しょうゆ等を充てんする

ためのもの

ペットボトル

主としてプラスチック製の容器包装であって上

記以外のもの（プラスチック製容器包装）

プラスチック資源循環法に基づき分別収集する

もの（製品プラスチック）

プラスチック資源
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８ 各年度において得られた分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装

リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラスチックの

量の見込み（法第８条第２項第４号）

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

主としてスチール製の容器 37ｔ 37ｔ 37ｔ 37ｔ 36ｔ

主としてアルミ製の容器 44ｔ 44ｔ 43ｔ 43ｔ 43ｔ

無色のガラス製容器

（合計）

59ｔ

（合計）

59ｔ

（合計）

58ｔ

（合計）

58ｔ

（合計）

58ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

59ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

59ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

58ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

58ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

58ｔ

茶色のガラス製容器

（合計）

63ｔ

（合計）

62ｔ

（合計）

62ｔ

（合計）

61ｔ

（合計）

61ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

63ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

62ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

62ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

61ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

61ｔ

その他のガラス製容器

（合計）

165ｔ

（合計）

164ｔ

（合計）

163ｔ

（合計）

162ｔ

（合計）

161ｔ

引渡量

11ｔ

独自処理量

154ｔ

引渡量

11ｔ

独自処理量

153ｔ

引渡量

11ｔ

独自処理量

152ｔ

引渡量

11ｔ

独自処理量

151ｔ

引渡量

11ｔ

独自処理量

150ｔ

主として段ボール製の容器 212ｔ 211ｔ 209ｔ 208ｔ 207ｔ

主としてポリエチレンテレフタ

レート（PET）製の容器であっ

て飲料又はしょうゆその他主務

大臣が定める商品を充てんする

ためのもの  

（合計）

86ｔ

（合計）

86ｔ

（合計）

85ｔ

（合計）

85ｔ

（合計）

84ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

86ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

86ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

85ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

85ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

84ｔ

主としてプラスチック製の容器

包装であって上記以外のもの 

（合計）

0ｔ

（合計）

0ｔ

（合計）

0ｔ

（合計）

342ｔ

（合計）

423ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

342ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

423ｔ

製品プラスチック（プ

ラスチック資源循環法

に基づく分別対象物）

（合計）

0ｔ

（合計）

0ｔ

（合計）

0ｔ

（合計）

40ｔ

（合計）

50ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

40ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

50ｔ
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９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器

包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラス

チックの量の見込みの算定方法

特定分別基準適合物の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務

省令で定める物の量の見込み（その他のプラスチック製容器包装を除く）

直近２年度平均の市民１人あたり収集実績量

×

各年度予測人口(直近３年度平均の人口変動率) 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

61,100人
対前年度比

0.99258542 

60,600人
対前年度比

0.99258542 

60,200人
対前年度比

0.99258542 

59,800人
対前年度比

0.99258542 

59,400人
対前年度比

0.99258542 

その他のプラスチック製容器包装及び製品プラスチックの量の見込み

①可燃ごみ組成調査結果の収集

大阪府内で容器包装プラスチックを分別していない自治体を対象として、可燃

ごみのごみ組成調査結果を収集する。

  ②可燃ごみに占める容器包装プラスチック及び製品プラスチックの割合を整理

①で収集したごみ組成調査結果に基づいて、可燃ごみに占める容器包装プラス

チック及び製品プラスチックの割合を整理する。

⇒容器包装プラスチックの割合１７％、製品プラスチックの割合２％

③容器包装プラスチック及び製品プラスチックの量の推計

②で整理した割合に基づいて、可燃ごみに含まれている容器包装プラスチック

及び製品プラスチックの潜在量を推計する。さらに、潜在量に分別協力率を乗

じることにより、容器包装プラスチック及び製品プラスチックの量を推計する。

※分別協力率は、分別が住民に浸透するまで一定の期間を要すると想定されるこ

とから、令和１１年度２０％、１２年度２５％、１３～１４年度３０％、１５

年度３５％と設定。
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10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号）

  平成２６年４月より、缶・ビンについて市委託業者が収集し、柏羽藤環境事業組合

において分別処理・保管を行い、段ボールについては市委託業者が収集し、市資源化

物保管施設で保管している。

  なお、現在、自治会や市民団体による集団回収が進んでいる段ボール・アルミ缶・

スチール缶については、行政回収とあわせて、引き続きこれらの団体が分別収集を実

施することとする。

  プラスチック製容器包装と製品プラスチックについては、一括して分別収集を検討

している。

容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 収集運搬段階 選別保管等段階

金

属
スチール製容器

アルミ製容器

資源ごみ

（空かん）

市委託業者による定期

収集

柏羽藤環境事業組合

不燃物処理資源化施

設

ガ

ラ

ス

無色のガラス製容器

茶色のガラス製容器

その他のガラス製容器

資源ごみ

（空びん）

市委託業者による定期

収集

柏羽藤環境事業組合

不燃物処理資源化施

設

紙

類
段ボール

資源ごみ

（段ボール）

市委託業者による定期

収集

藤井寺市資源化物保

管施設

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

ペットボトル
資源ごみ

（ペットボトル）
市による拠点回収

柏羽藤クリーンセン

ター

減容施設

その他のプラスチック

製容器包装

製品プラスチック

資源ごみ

（プラスチック資源）
未定 未定
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11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号）

缶・ガラスびんについては、昭和５７年度から分別収集を実施しており、藤井寺市

資源ごみ処理施設で選別・圧縮・保管を行っていたが、平成２６年４月より柏羽藤環

境事業組合不燃物処理資源化施設において分別処理を行っている。

牛乳パック、トレイについては、スーパーマーケット等での店頭回収を、積極的に

利用してもらうよう広報等で周知する。

段ボールについては、平成１０年度から収集を実施し、藤井寺市資源化物保管施設

で保管を行う。

ペットボトルについては、柏羽藤クリーンセンターにおいて、平成１１年度に設置

された減容施設で圧縮・保管する。

プラスチック製容器包装と製品プラスチックについては、現在検討中。

分別収集する容器

包装廃棄物の種類
収集に係る分別区分 収集容器 収集車 中間処理

スチール 資源ごみ

（空かん）
無色透明袋

２tパッカー車

２tダンプ車

柏羽藤環境事業組

合不燃物処理資源

化施設

アルミ

無色ガラス
資源ごみ

（空びん）
無色透明袋茶色ガラス

その他ガラス

段ボール 資源ごみ なし
藤井寺市資源化物

保管施設

ペットボトル
資源ごみ

（ペットボトル）
網かご

柏羽藤クリーンセ

ンター減容施設

その他のプラスチッ

ク製容器包装

製品プラスチック

資源ごみ

（プラスチック資源）
未定 未定

12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項

 ・その他紙及びその他プラスチックについては、収集体制、処理施設の整備が必要で

あり、広域処理に向けて組合構成市と協力して検討を進めていく。


